
廃炉拠出金の認可について 

 
2026 年 6 月 19 日 

使用済燃料再処理・廃炉推進機構 

 

当機構は、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推進

に関する法律（以下「法」という。）第 11 条第 2 項～第 4 項及び第 29 条の規定

に基づき、2026 年度の廃炉拠出金年度総額及び拠出金率を運営委員会の議決を

経て定め、本日、法第 11 条第 5 項の規定に基づく経済産業大臣の認可を受けま

した。 

当機構においては、法第 11 条第 6 項の規定に基づき、今般認可を受けた廃炉

拠出金年度総額および拠出金率をすみやかに実用発電用原子炉設置者に通知す

るとともに、法第 14 条の規定及び関係法令に基づく同者からの納付を確実に確

認する等、引き続き廃炉拠出金に係る業務を適切に実施してまいります。 

 

＜2026 年度 廃炉拠出金＞ 

１ 廃炉拠出金年度総額  42,540,000,000円（消費税等相当額は含まない） 

２ 拠出金率及び廃炉拠出金 

実用発電用原子炉設置者等 拠出金率 
廃炉拠出金 

（廃炉拠出金年度総額×拠出金率） 

北海道電力 4.82％  2,050,428,000円  

東北電力 8.48％  3,607,392,000円  

東京電力ホールディングス 25.81％  10,979,574,000円  

中部電力 10.77％  4,581,558,000円  

北陸電力 5.22％  2,220,588,000円  

関西電力 18.05％  7,678,470,000円  

中国電力 3.34％  1,420,836,000円  

四国電力 4.51％  1,918,554,000円  

九州電力 10.09％  4,292,286,000円  

日本原子力発電 8.91％  3,790,314,000円  

計 100.00％ 42,540,000,000円 

 

以 上 

 

参考資料：原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推進に

関する法律及び施行規則（抜粋） 

 

＜お問い合わせ窓口＞ 

                    東京事業所 

電話：03-4222-1801(代表) 

https://www.nuro.or.jp/pdf/20260619_2.pdf

